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(70) 梅謙次郎『訂正増補 民法要義 巻之二 物権編』329頁（有斐閣，
1911年)。
(71) 清原・前掲注(14)100頁，同・前掲注(16)26頁以下参照。
(72) 清原・前掲注(14)55頁以下参照。
(73) 清原・前掲注(14)22頁，28頁。
(74) 春日・前掲注(６)128頁以下。
(75) 春日・前掲注(６)128頁。
(76) 春日・前掲注(６)138頁の注(34)。
(77) 春日・前掲注(６)129頁。
(78) 松本・前掲注(５)９頁，松岡・前掲注(５)94頁。
(79) 松本・前掲注(５)７頁。
(80) 春日・前掲注(６)131頁。同旨，松岡・前掲注(５)79頁。
(81) 春日・前掲注(６)131頁以下。
(82) この点について，最決平成12年は，従来の原則否定説の二本立ての要
件を表現を変えて盛り込んだものとみることも可能であり，その実質的
内容は，従来の原則否定説とさほど変わらないと評価しうるのではない
かという見解がある（松本・前掲注(５)８頁）が，やはり,「例外」の
幅を狭くする方向に変わったとみるべきであろう。
(83) 執行妨害の類型については，松岡・前掲注(５)86頁以下，松本・前掲
注(５)９頁以下，鎌田・前掲注(５)61頁参照。
(84) とりわけ，前掲⑥決定の事案（前掲注(58)参照）のように，一般債権
者などが転貸人として既存の賃貸借関係に割り込む債権回収型には対応
できないとされる（占部・前掲注(５)155頁，鎌田・前掲注(５)61頁，
松岡・前掲注(５)91頁以下，安永・前掲注(５)32頁，内田・前掲注(５)
209頁)。
(85) 鎌田・前掲注(５)61頁。
転貸料債権に対する抵当権の物上代位(２・完) 39
